
昨年の３月に公表された「人口減少社会白書」について 

大阪府政策企画部の担当者から説明を受ける（11月 5日） 

伊藤元重氏の論文（一部）（2012 年 9月 29日 静岡新聞） 

人口減少社会を直視し 
ピンチをチャンスに！ 

 

 昨年の１月、国立社会保障・人口問題研究所は、日

本の人口は、２０４０年には現在の人口から約２千万

人減の１億７２８万人、２０６０年には約４千万人減の８

６７４万人になると見込まれるという将来推計を発表し

ました。人口が大幅に減少し、加えて高齢化が進むこ

とは、一般的には大変否定的に受け止められています。

税収が減る一方で医療や介護、年金等のための社会

保障費が増える、あるいは、子供や若者が減れば社

会の活気が益々なくなる等の事態が予想されるため、

何とかそうした状況を防ごうと、国や自治体では、様々

な少子化対策や、移住・定住促進策を講じています。 

 

 しかし、少子化や人口減少の問題は、ここ最近始ま

ったばかりのものではありません。既に１９７４年頃から、

合計特殊出生率は人口維持に必要とされる２．０７を

下回り、その後も下がり続けてきました。それでも最近

まで人口が減少しなかったのは、高齢者人口が現在

ほど多くなく、また寿命が延び続けていたからです。最

近では寿命の延びも小さくなり、また団塊の世代が高

齢者（６５歳以上）の仲間入りをする一方、出生率が低

いことに加え、そもそも出産適齢期の女性の絶対数が

以前より大幅に減っています。そのため現在は「少産

多死」の時代となっており、そうした構造の変化は少な

くとも４０年以上掛かって生じたものなのです。ですから、

人口減少や高齢化を食い止めるために「多産少死」あ

るいは「中産中死」の人口構造に変えるには、やはり数

十年の時が必要であり、出生率がそれなりに上がった

としても人口減少の流れは当面は変わらないのです。 

  

昨年９月２９日の静岡新聞に掲載された伊藤元重・

東大教授の論文は、そうした現実を踏まえながら、他

県から何とか人を引き付けて人口を増やそうという政

策は人の取り合いになるだけで無駄になる、だから、人

口増は困難という前提に立って、人口減少問題への

対応策を考える方が現実的だと指摘しました。私は 
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「少子化対策が成功すれば人口減少を食い止められる」と言わんばかりの今の政策にかねてから疑問を感じ

ており、９月議会の企画文化観光委員会で、論文を引用しながら少子化対策の意義等について質しました。 

 

 人口減少が引き起こす問題よりも、人口減少時代に対応できるように社会の仕組みを今から変えようとしな

いこと自体が問題を大きくすると私は考えています。また、今からしっかり備えておけば、人口減少社会は、む

しろ様々なチャンスや利益をもたらすはずです。例えば、人口が減少した分、ゆとりのある家や公園、学校等

を持つことが可能になります。また、食料やエネルギーの自給率も、今の生産量を維持するだけで、人口減

少とともに上昇します。更に、人口が減少することは、一人ひとりの役割がより重要になることでもあり、失われ

てしまった地域のつながりや絆を取り戻すことも可能になるでしょう。 

 

 そもそも海外に目を転じれば、人口の爆発的な増加は早急に解決すべき地球的課題となっており、いずれ

は中国やインド、アメリカ等も人口減少時代を迎えることになります（もしくは迎えなければなりません）。日本は

世界最先端の現象である人口減少社会の時代に突入した国であり、人口減少に適応した社会システムを他

国に先んじて構築できれば、そのための様々な技術は、世界中に輸出できる有力なものになるのです。 

 

 大げさな話のように聞こえるかもしれませんが、実はこうした視点から人口減少社会を直視し、ピンチをチャ

ンスに変えようという取り組みを既に始めているのが大阪府です。詳しくは大阪府が昨年の３月に公表した「人

口減少社会白書」（大阪府ホームページからダウンロード可能）を見て頂ければと思いますが、静岡県も同様

に取り組むべきと考え、昨年１２月１８日の一般質問で採り上げました。質問原稿や解説等は私のブログに掲

載してありますので、ご覧の上、ご意見等を賜れば幸いです。 

 

 旧年中は実に様々な方々のご縁に恵まれました。心から感謝致します。２０１３年におきましても引き続きお

付き合い下さいますよう、切にお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

今こそ、 
DIYの政治を！ 

 

 

 県議会（本会議・委員会）を傍聴しませんか？  
 

２月定例会の日程は以下の通りです。傍聴の手続きは傍聴の当日に県庁本館４階まで来て頂ければ簡単

にできます。是非ご自身の目と耳で傍聴し、ご意見をお聞かせ下さい！ 
 

 

２月定例会 

２月２１日 本会議（開会）、２７日～３月 1日及び 

４日～６日 本会議（質問）、８日及び１１日～１３日 

委員会（質問）、１９日 本会議（閉会） 

 

※開会時間等の詳細につきましては、県議会事務局議事課 

（電話 054-221-2556）までお問い合わせ下さい。 
 

 

 

企画文化観光委員会での質疑 


